
１　重要な会計方針

　(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　貯蔵品の評価は、最終仕入原価法によっている。

　(2) 固定資産の減価償却の方法
　　　減価償却資産については、定額法および定率法により直接減価償却を実施している。

　(3) 引当金の計上基準
　　　賞与引当金・・・・・・・・・従業員に対する賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち
　　　　　　　　　　　　　　　　　当期末までの勤務期間対応額を計上している。
　　　退職給付引当金・・・・・・・当期末退職給付の要支給額に相当する金額を計上している。

　(4) 消費税等の会計処理
　　　消費税等の会計処理については、税込方式によっている。

２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
（単位：円）

科      目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
基本財産

定期預金 30,000,000 0 0 30,000,000
小計 30,000,000 0 0 30,000,000

特定資産
退職給付引当特定資産 9,335,890 2,078,270 0 11,414,160
賞与引当特定資産 29,029,238 30,244,486 29,029,238 30,244,486

小計 38,365,128 32,322,756 29,029,238 41,658,646
合計 68,365,128 32,322,756 29,029,238 71,658,646

３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
（単位：円）

科      目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応する
額）

基本財産
定期預金 30,000,000 (0) (30,000,000) (0) 

小計 30,000,000 (0) (30,000,000) (0) 
特定資産

退職給付引当特定資産 11,414,160 (0) (0) (11,414,160) 
賞与引当特定資産 30,244,486 (0) (0) (30,244,486) 

小計 41,658,646 (0) (0) (41,658,646) 
合計 71,658,646 (0) (30,000,000) (41,658,646) 

４　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
（単位：円）

科      目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高
建物附属設備 18,739,340 3,186,213 15,553,127
車両運搬具 0 0 0
工具器具備品 68,282,783 56,351,936 11,930,847
ソフトウェア 102,458,455 36,659,916 65,798,539

合計 189,480,578 96,198,065 93,282,513
93,282,513

財務諸表に対する注記


